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はじめに
　昨年の医療法改正で、　「患者の居宅」も医療の場に
規定された。しかし現行保助看法は45年前の制定で、
その後の医療技術の進歩と大きく乖離し、訪問看護の
現場では看護婦の法的業務範囲をめぐって、早急に検
討し解決すべき問題が山積している。
　当院は、訪問看護開始8年目を迎え、専任保健婦4
名の体制が整った。そこでこれまでの看護業務を検討
し、最近の法的見解をふまえて訪問看護婦の責任につ
いて分析・考察した。
研究対象
　過去7年間の訪問対象患者118名（男63名女55名；
生後14日目～90歳で65歳以上は56．8％；退院患者85人、
通院患者33人；主疾患は悪性新生物28．8％、呼吸器疾
患13．6％、先天異常10．2％）
研究方法
　資料1）訪問看護記録
　　　　　2）「在宅ケアの意思」は一部聞き取りに
　　　　　　よる補足
　分析枠組　1）「医療行為および医療関係職種に関す
　　　　　　　る法医学的研究」　（厚生省平成元年度
　　　　　　厚生科学研究報告書）
　　　　　2）在宅ケア／訪問看護婦の責任に関する
　　　　　　医事法学者（平林勝政、宇都木伸、
　　　　　　高田利廣、吉田邦彦　各氏）の最近の
　　　　　　文献
　　　　　3）相対的医行為に関する3保健婦の見解
結果・考察
　1）対象の特性；症状別では通常であれば入院レベル
の患者47．5％，ケア別ではホスピスケアレベルの患者
55．1％，更に医療処置（中心静脈栄養、腹膜透析等）
を伴う患者61％と、医療依存度の高い患者が多い。在
宅ケア移行過程において、スムーズに在宅ケアに移行
できたのは、　「患者・家族共退院希望」34名で全体の
40％と最も多い。家族形態は核家族が60％と最も多く、
又老人単独世帯と老人夫婦など家族介護の弱体ケース
が全体の3割を占める。在宅ケアの支援サービスは、
医療サービスのみ22．9％，医療・保健サービス20。3％，
医療・福祉サービス15．3％，これら3者のサービスを
受けている患者が41．5％最も多く、サービスの援助は
地域保健婦・福祉関係者との連携でなされている。
　2）看護サービス内容は療養上の世話、診療の補助が
二分している。補助業務の内、相対的医行為は82．5％
でこれは全体の4割を占ある。
　3）相対的医行為の内、注射，生命維持監視装置操作
など「具体的指示を必要」8．5％、安静度，人工肛門
処置など「包括的指示を必要」25％、バイタルサイン
測定，服薬指導・管理など「医師の指示を必ずしも必
要としない」は49％と実に全体の約半数を占めている。
　4）当室3保健婦で、実施した医行為44項目・未実施
ではあるが今後検討を要す10項目の計54項目について、
看護婦の知識・技術で行える医行為を検討した結果、
r実施可能』と3人全員が合意した項目は、中心静脈
栄養管理，吸入など34項目（63％），　r出来ない』は
動脈血採血，硬膜外チューブからの薬液注入など3項
目，　r今後検討必要』は点滴注射の実施など2項目で
あった。
　以上、病院を基盤とした訪問看護について医事法学
的な視点より分析した結果、
1．対象者は明らかに医療依存度が高く、患者や家族
　　への教育・指導を要すケースが多く、訪問看護婦
　　の適切な判断と技術と対応能力が要求され、その
　　資質と責任が問われる状況にある。
2．54項陣中、3保健婦が実施可能と合意した項目よ
　　り、診療補助業務中6割が看護婦の知識・技術で
　　行える業務に移行可能と判断された。
3．今後の懸案事項である点滴注射の実施は、現実的
　　要請もあり、また米国の訪問看護では当然の業務
　　となっており、さらに医事法学者の見解もふまえ
　　ると早急に検討する必要がある。
結論
　今後の社会的要請の中で、訪問看護の機能を最善に
発揮するためには、今回抽出されたこれらの相対的医
行為について、法的見直しが具体的かっ緊急になされ
る必要があり、同時にそれに見合った専門職としての
教育と資質の向上が求められることが明らかになった。
一一@53　一
